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研究成果の概要（和文）： 
地方分権化された教育行政・制度を有しながら、平等性・公正性と優秀性を高い水準で達成

しているとされるフィンランドの教育システムのあり方を検証した。その結果、フィンランド

の地方分権的教育行政では、教育の中身については現場に権限を委譲しつつも、教育の基盤整

備における国の責任を明確化し、国がこれを保障することにより、比較的均質な教育の提供を

実現させていることが明らかになった。 

 
研究成果の概要（英文）： 
 This study examines how the decentralized education system in Finland works, from the 
viewpoints as follows: 1) equal opportunity of education, 2) finance in education, 3) 
curriculum, 4) teachers.  
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１．研究開始当初の背景 
 （１）研究の背景 
周知の通り、教育の地方分権化は、平成 17
年 10 月の中教審答申『新しい義務教育を創
造する』において義務教育の構造改革のポイ
ントとされるなど、わが国において緊要性・
重要性の高い教育課題のひとつと考えられ
てきている。こうした政策的動向は、同時に、
この課題に関する研究の活性化も促してい
る。日本教育行政学会や日本教育制度学会な

どが、それぞれの紀要において、相次いで「地
方分権政策下における自治体と学校」（2005
年）、「義務教育制度の分権化・弾力化問題を
問う」（2005 年）という特集を組んでいるこ
となどからも明らかであろう。 
一連の研究の中には、外国における事例研究
を行ったものも少なくない。本研究が対象と
するフィンランドを事例とするものについ
ても、国際比較調査という文脈の中で、財務
総合政策研究所（2006）による研究や、応募
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者自身も参加した諸外国教育財政制度研究
会（2008 年）による義務教育費保障制度に
関する研究などが行われてきている。しかし、
これらはいずれも財政に焦点を絞ってアプ
ローチしたものであり、教員確保や教育内容
など、本研究が財政とともに地方分権の影響
を受ける領域と考え、対象として取り上げた
項目を含むものではない。 
 一方、フィンランドの教育の優秀性と平等
性・公正性に言及した研究は、国際学力調査
において好成績を示して以降、さまざまな形
で行われてきている。これらの多くは、文献
調査や緻密な授業観察に基づくものである。
こうしたアプローチは、フィンランドの教育
の特徴を捉え、伝える手法として機能し、わ
が国における教育のあり方に関する議論に
多大な影響を与えてきた。本研究では、こう
した先行研究を踏まえつつも、これらが余り
用いてこなかった一次資料の分析や質的調
査の手法を用い、エビデンス・ベースの調査
を行うことで、新たな角度からフィンランド
教育行政・制度にアプローチすることを試み
る。 
 
（２）着想に至った経緯 
 代表者は、これまで、フィンランドをフィ
ールドとする研究者として、数々の国際比較
研究に参画し、カリキュラムや、教員給与、
義務教育費保障制度など、本研究とも関連し
たトピックを扱ってきている。こうした調査
研究を通じ、大中小、様々な規模の自治体の
学校や行政機関を訪問する中で、学校や自治
体への権限委譲が図られながらも、比較的均
質な教育サービスが保たれている状況を目
の当たりにした。こうした実態を踏まえ、平
等と公正を担保し、格差を抑制する地方分権
的教育行政のあり方について、わが国に対す
る示唆が、フィンランドの経験・知見から得
られるのではないかと考えたことが、本研究
を着想するに至った経緯である。 
 
２．研究の目的 
本研究は、地方分権化された教育行政・制
度を有しながら、平等性・公正性と優秀性
を高い水準で達成しているとされるフィン
ランドの教育システムのあり方を、①教育
機会の均等、②財政配分、③教員確保、④
カリキュラム（教育内容）という４つの視
点から調査研究することにより、「フィンラ
ンドの地方分権的教育行政は、平等と公正
を担保する機能を制度の中にヴィルトイン
している」という仮説の検証を試みるもの
である。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、次のような方法により実施した。 
（１）教育の地方分権化の過程及びその影響 

の検証 
1960 年代以降の教育制度改革の変遷を踏

まえた上で、1990 年代以降の教育の地方分
権化政策を、SWOT 分析の枠組みを用いて検
証する。その際には、国と地方の役割分担に
も着目する。 
 
（２）教育機会の均等の制度的保障の検証 
居住地に関わらず教育にアクセスする機

会を均等にするための制度及び政策を、就
学・通学支援策などの実態から明らかにする。 
 
（３）財政配分における「調整機能」の検討 
義務教育費の算出・配分方法、財政調整の実
態などの分析から、自治体間の財務上での
「体力差」をどのように扱っているのかを検
証する。 
 
（４）国レベル・地方レベルでの教員確保方
策の検討 
市町村単位、学校単位で教員採用行う中で、

教員確保において地域間格差を生まないし
くみ、教員の質を担保するしくみを教員の待
遇、教員養成政策の面から明らかにする。 
 
（５）義務教育において求められる学力を保
障するしくみの検討 
カリキュラムなど、教育内容の分析から、結
果（学習成果）を保障するしくみを明らかに
する。 
 
（６）上記５点について、地方分権化の弊害
についても触れながら検証し、日本への示唆
を得る。 
 
４．研究成果 
（１）主な成果 
本研究において設定した仮説「フィンランド
の地方分権的教育行政は、平等と公正を担保
する機能を制度の中にヴィルトインしてい
る」については、①教育機会の均等、②財政
配分、③教員確保、④カリキュラム（教育内
容）という４つの視点から検証した。その成
果は次の通りである： 
 
①教育の機会均等の視点 
 フィンランドでは、教育における「平等」
へのアプローチが「伝統的アプローチ」「リ
ベラルなアプローチ」「ラディカルなアプロ
ーチ」という多層的な形で展開されているこ
とを先行研究から明らかにした上で、義務教
育制度そのものが社会の不平等を是正する
装置として設計されていることを指摘した。 
 
②財政配分の視点 
 国庫負担分の義務教育費については一般
財源化されたため、自治体の裁量が大きくな



っている。国から地方への財政移転について
は、児童・生徒数を基本としつつも、ウェイ
ト付けを行うなどして、豊かではない自治体
に配慮する措置が取られているが、簡易化の
名の下で、徐々にその割合が減っている。地
方における教育財政は、国の義務教育予算の
算定方法から大きく外れない形で額の決定
が行われているが、財政状況が厳しくなる中、
予算をめぐって、一般行政と教育行政との間
の議論が活発化してきたほか、一部の自治体
では教育予算の不足が問題となっている。 
 
③教員確保の視点 
 教員確保については、地域性に配慮した教
員養成機関の設置や、給与面での優遇措置を
通じて取り組まれてきた。基本的には、人気
職であるため、大きな問題とはなっていない
が、現在、労働市場において理工系人材の需
要が高いこともあり、理数系科目の教員確保
が問題となりつつある。また、教員養成につ
いても、これまで教員養成系学部が複数のキ
ャンパスを持ち、それぞれで教員養成を行う
など大学以上に密な地域ネットワークを築
いて、教員を送り出してきたが、効率化の波
の中で、分校が次々に閉鎖されている。 
 
④カリキュラム（教育内容） 
 全国教育課程基準－地方カリキュラム－
学校カリキュラムという３層構造のカリキ
ュラムは、導入当初、それぞれ上位カリキュ
ラムに付記する程度のものが多くみられた
が、徐々に浸透する中で、地域による違いは
あるものの、編成プロセスの活性化と内容の
豊富化が進んでいる。しかしながら、一方で、
小中規模の自治体などにおいて、三層構造の
カリキュラムは必ずしも合理的なものでは
なく、プロセスを効率化すべきとの意見も生
まれてきている。 
 
以上のことから、フィンランドの教育行政

の中には、平等と公正を担保するための機能
が確認できるものの、財政的な行き詰まりの
中で、こうした機能もまたもまた、転換点に
差し掛かっていることが明らかになった。 
 このことを踏まえ、「地方分権化から 10 年
を経て徐々に地域間格差が顕在化しつつあ
る」という仮説を新たに立て、中央教育行政
機関・地方教育行政機関・学校等の訪問調査
及び教育政策の分析により、その検証に取り
組んだ。その過程の中で、現在、教育の提供
における責任について、中央と地方の適切な
バランスを探る動きが活発化していること
が明らかになった。教育内容に関する自治体
や学校の自律性を担保することの重要性を
認識しつつも、格差拡大を懸念して国の関与
の拡大を求める声が高まりつつある中、地方
や学校の裁量を侵すことなく、平等性を担保

する仕組みとして緩やかなガイドラインの
導入を教育行政の諸領域で進めていること
が明らかになった。中央・地方・学校という
３つのレベルで調査をした結果、フィンラン
ドの地方分権的教育行政では、教育の中身に
ついては現場に権限を委譲しつつも、教育の
基盤整備における国の責任を明確化し、国が
これを保障することにより、比較的均質な教
育の提供の維持を図っていることが明らか
になった。 
 
（２）今後の展望 
当該研究を進める中で明らかになったこ

とは、急速な地方分権化を経験しながらも教
育の平等性・公正性を担保していると考えら
れてきたフィンランドにおいてさえ、改革開
始から 20 年が経過した現在、子どもの学習
成果に関して地域間など、格差が拡大する兆
候が確認されている。このような格差が生ま
れる背景としては、財政面など自治体の体力
差の影響などが考えられる。しかし、本研究
の遂行に際して複数の自治体や学校を訪問
する中で、これ以外の要因、つまり、地方分
権化により、学校運営や教育内容における学
校設置者（自治体）の関与のあり方が自治体
間で大きく異なってきている現状が明らか
になり、これらが学習成果にもたらした影響
の可能性について認識するようになった。こ
うした問題意識を踏まえ、平成 24 年度より
新たな研究プロジェクト「フィンランドにお
ける教育の地方分権化の影響－学習成果に
おける格差の視点から－」（科学研究費補助
金若手研究（B））に着手している。 
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